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熊本難病・疾病団体協議会 規約 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 本会は、難病や疾病等に起因する生活障害にある団体の相互の親睦・交流、当事者及び当事

者家族の福祉・厚生並びに社会的・経済的諸条件の向上など、全ての人が共に生活するインクルーシ

ブな社会の実現を目的とする。 

（名称） 

第２条 この会の名称は、熊本難病･疾病団体協議会（通称「くまもと難病協」）（以下「本会」とい

う。）と称する。 

（住所） 

第３条 本会は、事務所を熊本県熊本市に置く。 

（事業） 

第４条 本会は、次の事業を行なう。 

 (１) ピアサポート活動の学びと交流 

（２）団体の設立支援 

 (３) 難病や疾病等に関する啓発活動 

（４）社会保障の拡充を求める活動 

 (５) 難病・疾病・障害に関する団体との連携 

 (６) 行政機関や支援団体との連携 

（７）難病対策地域協議会へ参加する難病当事者代表の連携会議 

（８）地方障害者施策推進協議会や市町村自立支援協議会へ参加する難病当事者代表の連携会議 

 (９) その他会の目的達成に必要と認める事項 

 

第２章 会員 

（会員）  

第５条 本会の会員は、次の三種とする。 

（１）正会員 熊本にて活動を行う当事者及び当事者家族の団体で入会が認められたもの 

（２）準会員 正会員以外の協力団体 

（３）賛助会員 本会の目的に賛同する個人又は団体で入会が認められたもの 

（入会手続き） 

第６条 本会の会員になるには、所定の入会申込書を代表幹事（以下「代表」という）へ提出しなけ

ればならない。なお、入会の承認は幹事会で行なうものとし、入会日は会費の納入日とする。 

２ 現に活動を行なっている団体であれば、その所属人数は問わない。 

（退会） 

第７条 会員が退会しようとするときは、その旨を代表へ届けなければならない。 

２ 会員である団体が解散したときは、退会したものとみなす。 

（除名） 
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第８条 次の場合は幹事会の議決をもって除名処分とする。 

（１）幹事会で特に認める場合を除き、会員及び所属団体に対し宗教、政治、販売に関する勧誘等を

行なったとき 

（２）本会の名誉をき損し、又は、設立の趣旨に反する行為をしたとき 

（休会） 

第９条 代表へ休会届を提出し、幹事会にて承認された場合には、退会をせず休会とする。 

２ 休会期間中は、総会や幹事会での議決権を喪失する。 

３ 休会期間中の年会費は免除される。また、年会費の納入をもって休会は撤回される。 

（会費等の不返還） 

第１０条 退会し、又は除名された会員が、既に納入した会費及びその他の拠出金品は返還しない。 

 

第３章 幹事会及び総会 

（幹事会） 

第１１条 本会は、正会員である加盟団体から推薦された幹事１名によって幹事会を構成する。 

２ 幹事会は代表がこれを召集し、意見交換や各種の情報提供を行う。 

３ 幹事に欠員ある場合は、加盟団体において補充を行ない届け出るものとする。 

４ 幹事会の互選により次の役員を選任し、総会において決定する。 

 （１）代表         １名 

 （２）副代表       若干名 

 （３）事務局長       １名 

（４）会計          １名 

（５）監査          １名以上 

５ 代表、事務局長に選任された団体は、補充幹事１名を推薦することができる。 

６ 代表は、会を代表しその業務を総理する。 

７ 副代表は代表を補佐し、代表に事故あるとき又は代表がかけたときは、その職務を代理する。 

８ 事務局長と会計は兼務することができる。 

９ 特任幹事は代表が特別に指定する業務を行う。 

10 監査は、他の役員を兼ねることが出来ない。 

11 本会に、顧問並びに名誉顧問を置くことができる。 

（任期） 

第１２条 幹事の任期は一期２年とする。ただし、補充幹事の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（幹事会）  

第１３条 幹事会は代表がこれを召集する。 

幹事会では、政策的に重要な事項を審議する。 

（総会） 

第１４条 総会は正会員をもって年１回以上開催とする。但し、必要があるときは臨時に総を会開催

することが出来る。 
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２ 総会では次のことを審議し、合意によって決定する。 

 （１）活動、経過報告と決算及び会計監査報告の承認 

 （２）活動方針及び予算の決定 

 （３）規約の改廃 

 （４）役員の選出 

 （５）その他会務に必要と認める事項 

３ 代表は、必要がある場合においては、幹事に対し書面により賛否を求め，総会の議決にかえるこ

とができる。 

４ 本会の会議は代表が招集する 

５ 本会の議長は代表がこれにあたる 

６ 本会の会議は 3分の 2以上の出席者で成立し、出席者の過半数で議決する 

 

第４章 資産及び財産 

（資産の管理） 

第１５条 資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ保管しなければならない。 

（予算） 

第１６条 本会の予算並びに補正予算は、代表において編成し、幹事会の同意を得なければならない。 

（決算） 

第１７条 本会に事業報告書、貸借対照表及び収支決算書は、毎会計年度終了後２ヶ月以内に作成し、

監査役の監査を経てから、幹事会の承認を得なければならない。 

２ 決算上余剰金が生じた場合には、次の会計年度に繰り越すものとする。 

（会計年度） 

第１８条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり翌年３月３１日をもって終わる。 

（会費） 

第１９条 本会の会費は、別途定める会費規程によるものとする。 

（会計） 

第２０条 本会の会計は、会費、分担金、寄附金、その他の収入によってこれを充当する。 

付 則 

１ この規約は、平成 15年 10月 11日から施行する。 

２ この改正規約は、平成 19年 4月 1日から施行する。 

３ この改正規約は、平成 22年 4月 1日から施行する。 

４ この改正規約は、平成 23年 6月 4日から施行する。 

５ この改正規約は、平成 24年 6月 9日から施行する。 

６ この改正規約は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

７ この改正規約は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

８ この改正規約は、令和３年５月２９日から施行する。 

９ この改正規約は、令和４年５月２８日から施行する。 

 


